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74 歳女性と 67 歳男性が死亡した事故などが報道されている（『朝日新聞』2015 年 11
月 20 日付及び 2018 年１月 28 日付）。2018 年３月 30 日付の朝日新聞は、操作の誤り、
安全不確認や前方不注意などによる 75 歳以上高齢者の死亡事故は年間 400 件台で推移
し、死亡事故全体に占める割合が増えていると報じた。
（２） 　平成 29 年度版『高齢社会白書』によれば、全国の介護離職者数が 2011 年 10 月から
2012 年９月の１年間で 10 万 1100 人となり、初めて 10 万人を超えた。


















































（４） 　社会福祉施設緊急整備 5カ年計画とは老人福祉施設の不足を解消するために 1971 年
から 1975 年の間、収容施設や保育所などの福祉施設を拡充することである。平成 19
年版『厚生労働白書』




（７） 　平成 19 年版『厚生労働白書』






















































（11） 　朝日新聞　朝刊　1995 年 07 月 06 日
（12） 　高齢者介護・自立支援システム研究会「新たな高齢者介護システムの構築を目指して」
1994 年 12 月






























た老人保健福祉審議会において 1995 年２月 14 日、高齢者介護・自立支援シ
ステム研究会の報告書である「新たな高齢者介護システムの構築を目指して」














































































料は 40 歳以上が負担し公費負担は 1／ 2。④実施は厚生省の目標を遅らせ 98 年度以降
にする、とする。『週刊国保実務』第 1990 号（社会保険実務研究所）参照。
（18） 　老人保健福祉審議会　最終報告書　http://www.ipss.go.jp/publication/j/shiryou/no.13/
data/shiryou/syakaifukushi/993.pdf（2019 年９月 11 日アクセス）







































「要請書」を受け、厚生省は 1996 年５月 14 日に、「介護保険制度試案」（以下、
厚生省試案）を作成した。その内容は、①保険者は市町村・特別区、②被保













（21） 　朝日新聞　朝刊１家面　1994 年 12 月 10 日
（22） 　大森・山崎・他　（2016，240）
（23） 　増田（2003，69）

























（27） 　朝日新聞　朝刊２総面　1996 年６月 15 日
（28） 　朝日新聞　朝刊神奈川　1996 年７月 27 日


































　1996 年 11 月７日、自社さ連立政権が崩壊し、自民党単独政権となった。
11 月 29 日、介護保険法案が第 139 回臨時国会に提出され、法案の趣旨が説











得て、政府案とともに５月 16、21 日の両日、委員会で審議された。５月 21 日、
４政党で合意された修正案が同委員会で可決された。５月 22 日、介護保険法
案は衆議院本会議において賛成多数で可決され、参議院に送られた。しかし




























（33） 　参議院厚生委員会　介護保険関連３法案に対する修正案要綱　1997 年 12 月 2 日
（34） 　日本共産党の児玉健次の発言。第 140 回国会　衆議院厚生委員会　第３号 1997 年２
月 21 日
（35） 　新進党の山本孝史之発言。第140回国会　衆議院厚生委員会　第７号1997 年３月21日
（36） 　新進党の青山二三の発言。第 140 回国会　衆議院厚生委員会　第４号　1997 年２月
28 日
（37） 　公明党の桝屋敬悟の発言である。第 140 回国会　衆議院厚生委員会　第 11 号　1997
年４月２日
（38） 　自由民主党の上野公成の発言である。第 141 回国会　参議院厚生委員会　第 11 号　
1997 年 12 月 2 日























（39） 　共産党の瀬古由紀子の発言と小泉純一郎の答弁である。第 140 回国会　衆議院厚生












標の約 2.8 倍、62.81 万人超過した。また、居宅介護サービスの利用者数は










2.6 万ヵ所 35 万人 9.6 万人






全国の高齢者向け介護施設の収容能力は、2015 年の 75 歳以上 1000 人につき
（42） 　国立社会保障・人口問題研究所　参照　http://www.ipss.go.jp/publication/j/shiryou/
no.13/data/shiryou/syakaifukushi/780.pdf（2019 年９月 10 日アクセス）
広島法学　44 巻１号（2020 年）－ 162
− 163 −










護老人ホームへの入居待ちが非常に増えてきている。2017 年３月 28 日付朝
日新聞によれば、比較的軽度である要介護１と要介護２の高齢者を除き、日
本全国において特別養護老人ホームへの入居を希望して入れなかった待機者
は、2016 年４月時点で約 36 万６千人であった。また、家族の介護や看護を
理由とした離職者数は、2007 年から 2011 年の間、毎年 80000 人を超えて、








（43） 　高橋泰「全国の医療・介護の今後の需給見通しについて」、2015 年４月 24 日資料
https://www.kantei.go.jp/jp/singi/sousei/meeting/ccrc/h27-04-24-siryou1.pdf（2019 年９月 10
日アクセス）
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